
厚木市市税条例の一部改正の骨子 

～固定資産税等の特例措置～ 

 
１ 条例改正の趣旨  
 

  平成 29 年度地方税法の改正に伴い、固定資産税及び都市計画税の特例措置について、地方

自治体が地域の実情に対応した政策を展開できるよう自主的に判断し、条例で決定できるよ

うにする仕組み「地域決定型地方税制特例措置（通称:わがまち特例）」の対象となる資産が

次のとおり拡充されましたので、厚木市市税条例の一部を改正します。 

 

２ 改正内容と市の考え方  
 

１ 保育の受け皿整備の促進のための税制上の措置の創設等 

（１）家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業の用に供する家屋及び償却

資産に係る課税標準の特例措置について、わがまち特例を導入 

（２）企業主導型保育事業の用に供する固定資産に係る課税標準の特例措置の創設に当たり、

わがまち特例を導入（適用開始年度から５年度分） 
 
２ 緑地保全・緑化推進法人が設置及び管理する市民緑地の用に供する土地に係る特例措置の

創設（課税開始年度から３年度分） 
 

※「参酌」…参考にすること 
 

３ 施行時期  公布の日から施行（平成 29 年 12 月予定） 

 

特例措置対象 特例措置における 
市の考え方 特例適用期間 特例割合 

改正前 改正（案） 
１（１） 

・家庭的保育事業 

・居宅訪問型保育事業 

・事業所内保育事業（利

用定員５人以下） 

「子育て・教育環境日本

一」を掲げる本市では、保

育の受け皿整備を推進し

ており、併せて税制面から

も強力にサポートするこ

とで、待機児童解消に一定

の効果があると見込める

ため、所有者の税負担を最

大限軽減します。 

― １/２ １/３ 

 
（地方税法） 

1/2 を参酌※

して 1/3 以上

2/3 以下の範

囲内 

１（２） 
企業主導型保育事業 
（子ども・子育て支援法

による補助金を受ける

必要あり。） 

適用開始年度から

５年度分 

補助開始対象期間 

 H29.4.1～ 

 H31.3.31 

― 

２ 
緑地保全・緑化推進法人

が設置及び管理する市

民緑地 

「厚木市緑の基本計画」に

おいて、緑地の保全及び緑

化の推進を掲げており、併

せて税制面からも強力に

サポートするため、所有者

の税負担を最大限軽減し

ます。 

課税開始年度から

３年度分 

 

適用期限 

H31.3.31 

― 

１/２ 

 
（地方税法） 
2/3 を参酌※

して 1/2 以上

5/6 以下の範

囲内 



～総務省資料から引用～ 

 

１ 保育の受け皿整備の促進のための特例措置  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※小規模保育事業は平成 26 年度地方税法改正で、それ以外の事業は平成 27 年度地方税法改正で措置済み 

※都道府県が認可する保育所（利用定員 20 人以上）、認定こども園（利用定員 20 人以上）、幼稚園（利用

定員の制限なし）は非課税 
 

２ 緑地保全・緑化推進法人が設置及び管理する市民緑地に係る特例措置の創設  
  改正後（※１）の都市緑地法に規定する緑地保全・緑化推進法人（※２）が土地を所有し、

又は無償で借り受けて、同法に規定する市民緑地（※３）を設置し、及び管理する場合には、

その用に供する土地に係る固定資産税及び都市計画税について、課税標準を最初の３年間、

価格の３分の２を参酌して２分の１以上６分の５以下の範囲内において市町村の条例で定 

める割合を乗じて得た額とする措置を平成 31 年３月 31 日まで講ずる。（地方税法附則第15条㊺） 

 
※１ 平成 29 年 5 月 12 日公布（6 月 15 日施行） 

※２ 緑地の設置・管理について一定の能力を有する 

  民間団体等を市長が指定する制度 

※３ 都市緑地法に基づき、一定期間住民の利用に 

  供するために設置・管理される緑地のうち、市町 

  村長の認定を受けた計画（認定計画）に基づいて 

設置・管理されるものに限る。 

※企業主導型保育事業につ

いては、補助金の交付要件

が定員６人以上となってい

るため、５人以下のものは

存在しない。 

19 人 

５人 

６人 

10 人 

20 人 10 人以上は社会福祉事業 

 
 

 
地方税法 
第 348 条②10 の２ 
【特例措置】非課税 
【軽減期間】規定なし 
【対象資産】土地 

家屋 
償却資産 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方税法 
第 349 条の３㉙ 
【特例措置】１／２ 

→わがまち特例 
【軽減期間】規定なし 
【対象資産】家屋 
       償却資産 

 
 

地方税法 
第 349 条の３㉘ 
【特例措置】１／２ 
   →わがまち特例 
【軽減期間】規定なし 
【対象資産】家屋 

償却資産 

 
 
 
 

地方税法 
第 348 条②10 の 10 
【特例措置】非課税 
【軽減期間】規定なし 
【対象資産】土地 

家屋 
償却資産 

 
 
 

地方税法 
附則第 15 条㊹ 
【特例措置】 

わがまち特例（創設） 
【軽減期間】５年度分 
【対象資産】土地 

家屋 
償却資産 

※平成30 年度までの措置 

 
 

地方税法 
第 349 条の３㉚ 
【特例措置】１／２ 

→わがまち特例 
【軽減期間】規定なし 
【対象資産】家屋 

      償却資産 

小規模保育事業 
（利用定員６人以上） 

家庭的保育事業 
（利用定員５人以下） 

居宅訪問型保育事業 
（利用定員制限なし） 

事業所内保育事業 
（利用定員６人以上） 

事業所内保育事業 
（利用定員５人以下） 

企業主導型保育事業 
（利用定員６人以上） 

設置・管理 

利用 

市
長 

民
間
事
業
者 

（緑
地
保
全
・緑
化
推
進
法
人
） 

市民 

市民緑地 

設置管理計画の作成 

認定 


